
令和７年度　住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況　（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

◆　国又は地方公共団体の機関による閲覧　（住民基本台帳法第１１条第３項に基づく公表分）

閲覧日 申出者 代表者氏名 件数

令和7年8月26日 青森県こども家庭部県民活躍推進課 県民活躍推進課長　葛西　広和 461

◆　個人又は法人の申出による閲覧　（住民基本台帳法第１１条の２第１２項に基づく公表分）

閲覧日 申出者 代表者氏名 委託者 利用目的 住民の範囲 件数

令和7年4月10日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 NHK放送文化研究所　世論調査部
「戦後80年に関する意識調査」実施のための
対象者抽出（放送法第20条に定められた調査
研究・世論調査のため）。

下長八丁目
18歳以上（平成19年3
月末日までに生まれた
日本人の男女）

12

令和7年4月18日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 NHK放送文化研究所　世論調査部

「2025年全国放送サービス接触動向調査（テ
レビ・ラジオなどがどのように見聞きされている
かをおたずねする調査）」実施のための対象
者抽出（放送法第20条に定められた調査研
究・世論調査のため）。

大字是川
7歳以上（平成30年12
月末日まで生まれ）日
本人の男女

15

令和7年5月8日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 株式会社　野村総合研究所
「テレビ視聴に関する調査」の実施のための対
象者抽出。

城下四丁目2番～
16歳以上の日本人男
女（平成21年6月末日
までに生まれた男女）

14

令和7年5月22日 一般社団法人　新情報センター 事務局長　山本　恭久 内閣府　経済社会総合研究所
調査の対象者名簿作成のため
調査名：消費動向調査

新井田西一丁目、諏訪二丁
目、大字新井田

日本国籍を有する男
女個人

71

令和7年5月22日 一般社団法人　新情報センター 事務局長　山本　恭久 総務省統計局
総務省統計局の実施する「家計消費状況調
査」に伴う対象者の抽出のため

大字白銀町、湊高台五丁目

2025年4月2日現在16
歳以上の男女個人
（2009年（平成21年）4
月1日以前に出生の男
女）

100

令和7年5月26日 株式会社RJCリサーチ 代表取締役社長　倉本　雄太 国土交通省観光庁
「旅行・観光消費動向調査」対象者抽出のた
め

沼館四丁目、沼館二丁目～
三丁目

日本国籍の0歳以上男
女個人（10名おきに抽
出）

90

令和7年5月27日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 公益財団法人　新聞通信調査会
「第18回メディアに関する全国世論調査」の実
施のための対象者抽出。

大字白銀町字小沼～

満18歳以上（平成19
年6月末日までに生ま
れた）日本人の男女個
人

22

令和7年5月29日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 内閣府大臣官房政府広報室
「国民生活に関する世論調査」の実施のため
の対象者抽出。

桜ケ丘三丁目24～28番地
満18歳以上（平成19
年7月末日までに生ま
れた）日本人の男女

15

令和7年6月10日 (株)　日本リサーチセンター 代表取締役社長　杉原　領治 日本銀行　情報サービス局
「生活意識に関するアンケート調査」（第103
回）の対象者抽出のため

類家3～5丁目
20歳以上の男女（平成
17年7月31日生まれま
で）

15

令和7年6月17日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 内閣府大臣官房政府広報室
「防災に関する世論調査（附帯調査：認知
症）」の実施のための対象者抽出。

大字妙字大開～
満18歳以上（平成19
年７月末日までに生ま
れた）日本人の男女

13

令和7年6月19日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 朝日新聞社
「2025年　新聞およびWeb利用に関する総合
調査（調査票タイトル：「くらしと情報について
のおたずね」）」実施のための対象者抽出。

大字新井田字長塚１～
大字新井田字松山１～

満15歳以上（平成22
年8月末日までの生ま
れ）日本人の男女

26

令和7年7月16日 一般社団法人新情報センター 事務局長　山本　恭久
国立研究開発法人　国立精神・神経
医療研究センター　精神保健研究所
薬物依存研究部

調査の対象者名簿作成のため
調査名：第16回　薬物使用に関する全国住民
調査（飲酒・喫煙・くすりの使用についての全
国調査）

吹上2丁目11～
昭和35年10月1日～
平成22年9月30日の
間に出生の男女個人

21

令和7年9月4日 株式会社サーベイリサーチセンター 代表取締役　藤澤　士朗
内閣府　孤独・孤立対策推進室長　成
松　英範

内閣府が実施する「孤独・孤立の実態把握の
ための全国調査」（人々のつながりに関する基
礎調査）対象者抽出のため

東白山台四丁目
令和7年12月1日時点
で満16歳以上の男女
個人

50

令和7年9月9日 （株）　日本リサーチセンター 代表取締役社長　杉原　領治 NHK放送文化研究所　世論調査部
「いのちと社会に関する意識調査」の対象者抽
出のため

長者3～4丁目
18歳以上の男女（平成
19年10月以前に生ま
れた人）

12

令和7年9月9日 （株）　日本リサーチセンター 代表取締役社長　杉原　領治 公益財団法人　笹川スポーツ財団
「活動量計による身体活動・スポーツの実態把
握調査2025」の対象者抽出のため

売市一丁目

20歳～79歳の男女
（昭和20年11月2日～
平成16年11月1日生ま
れ）

30

令和7年9月25日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 内閣府大臣官房政府広報室
「自衛隊・防衛問題に関する世論調査（附帯
調査：更生保護制度）」の実施のための対象者
抽出

青葉一丁目～
満18歳以上（平成19
年10月末日までに生
まれた）日本人の男女

14

令和7年10月1日 （株）　日本リサーチセンター 代表取締役社長　杉原　領治 こども家庭庁　長官官房 「こども・若者総合調査」の対象者抽出のため
大字中居林、大字田向、田
向1丁目

10歳～39歳の男女
（昭和60年4月2日～
平成27年4月1日生ま
れ）

67

令和7年10月23日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦
内閣府政策統括官（共生・共助担当）付
性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解
増進担当

「性的指向及びジェンダーアイデンティティの
多様性に関する意識調査」の実施のための対
象者抽出。

江陽二丁目～
満18歳以上（平成19年10月
末日までに生まれた）日本
人の男女

15

令和7年10月23日 一般社団法人　新情報センター 事務局長　山本　恭久 総務省統計局
総務省統計局の実施する「家計消費状況調
査」に伴う対象者の抽出のため

大字新井田、東白山台三丁
目

2025年4月2日現在16
歳以上の男女個人
（2009年（平成21年）4
月1日以前に出生の男
女）

100

令和7年10月28日 (株)　日本リサーチセンター 代表取締役社長　杉原　領治
独立行政法人労働政策研究・研修機
構

「シニアの働き方・生活調査」の対象者抽出の
ため

湊高台二～四丁目

61歳～70歳の男女
（昭和29年12月2日～
昭和39年12月1日生ま
れ）

29

令和7年11月20日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 文化庁　国語課
「令和7年度　国語に関する世論調査」実施の
ためび対象者抽出。

根城三丁目22番、根城五丁
目2番、根城六丁目1番

満16歳以上（平成21
年12月末日まで生ま
れ）の日本人の男女

18

令和8年1月29日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦
公益財団法人　生命保険文化セン
ター

「2026年度　人生100年時代における生活設計に
関する調査」実施のための対象者抽出。

長者三丁目～
満60歳以上の日本人
の男女個人（昭和41年
3月末日まで生まれ）

35

大字中居林、大字田向 50

大字河原木 50

令和8年2月9日 一般社団法人　新情報センター 事務局長　山本　恭久
大学共同利用機関法人　情報・システ
ム研究機構

調査の対象者名簿作成のため
調査名：社会意識と価値観に関する全国調査

江陽四丁目11～14
昭和26年1月1日～平
成17年12月31日の間
に出生の男女個人

20

令和8年2月9日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 NHK放送文化研究所　世論調査部

「外国人に関する意識調査（国際化と外国人
に関する意識調査）」実施のための対象者抽
出（放送法第20条に定められた調査研究・世
論調査のため）。

大字沢里
18歳以上（平成20年4
月末日まで生まれ）の
日本人男女

12

令和8年2月12日 一般社団法人　中央調査社 会長　境　克彦 株式会社　時事通信社 「時事世論調査」実施のための対象者抽出。
市川町～、松ケ丘～、下長
二丁目～、八太郎三丁目
～、石堂四丁目～

18歳以上（平成19年
12月末日まで生まれ）
の男女

114

令和8年2月19日 (株)　日本リサーチセンター 代表取締役社長　杉原　領治 日本銀行　情報サービス局
「生活意識に関するアンケート調査」（第106回）の対象者
抽出のため

売市１～３丁目
20歳以上の男女（平成
18年4月30日生まれま
で）

15

2026年4月2日現在16
歳以上の男女個人
（2010年（平成22年）4
月1日以前に出生の男

令和8年2月6日 一般社団法人　新情報センター 事務局長　山本　恭久 総務省統計局
総務省統計局の実施する「家計消費状況調
査」に伴う対象者の抽出のため

利用目的 住民の範囲

男女共同参画に関する県民の意識や実態を把握し、今後の男女共同参画社会の実
現に向けた施策の参考資料とするとともに、男女共同参画社会基本法第14条第1項及
び男女共同参画推進条例第8条第1項に基づく次期（第6次）あおもり男女共同参画プ
ランの策定の基礎資料となることを目的として、令和7年10月に実施する「青森県男女
共同参画に関する意識調査」における調査票送付のため。

八戸市全域を対象とし、令和7年10月1日現在で満18歳以上の者

1


